
⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 豊橋技術科学⼤学

Society5.0を⽀えるモノづくり＋ITの研究分野を中⼼にイノベーション創成に貢献する⼤型共同研究および地域産業⽀
援の共同研究・社会⼈教育の取組みを強化することにより、産業活性化、新産業創出、地域に貢献する⼈材育成を⾏
う。

　基 礎 情 報

半導体製造研究施設を有するエレクトロ⼆クス先端融合研究所およびロボティクス関連の⼈
間・ロボット共⽣リサーチセンターを中⼼に、センサ・Aiロボティクスの社会実装を進めている。特
に、⽇本有数の農業⽣産地の地の利を⽣かし、精密農業へ応⽤展開している。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

399,360 128 526,777 521,701

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

394,697 213 231 29

78 32

331,925 194 427,126 188 32

180,889 100 318,487 110 33

204 名

研究⽀援課

⼩早川　貴昭

０５３２－４４－６９８３

chizai@office.tut.ac.jp

151,036 94 108,639

3,812

・マッチングファンド⽅式のイノベーション協働研究プロジェクトの拡⼤
・共同研究講座における本格的な共同研究
・⻑岡技科⼤、⾼専と連携した共同研究の推進
・国際先端共同研究

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

583,435

https://rac.tut.ac.jp/
https://www.tut.ac.jp/university/faculty/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 5,940 3 5,288 5

550,183 67 526,452 61

7,940 5 8,188 8

3

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 10 20 2,000 2 2,900

 実施等件数あたり

研究者あたり 6,302 47.4

特許出願件数 59 0.289

産学連携本部が関与した共同研究 7

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 7

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 385 1.887

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

133

3 H01 基本的電気素⼦ 12

4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 9

1 G01 測定、試験 24

2 H02 電⼒の発電、変換、配電 16

7 G05 制御、調整 6

8 B60 ⾞両⼀般 5

5 G06 計算、計数 9

6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 7

9 B65 運搬、包装、貯蔵、薄板状・線条材料の取扱い 4

10 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

外部資⾦

4 4
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 13 16

9

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

６⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー 新技術説明会
（⻑岡技術科学⼤学との共催、WEB開催）

イノベーション・ジャパン2020・⼤学⾒本市 ９⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

しんきんビジネスフェア １０⽉
1 0 1 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 徳島⼤学

⾃由な発想を尊重した独創的な研究の推進、及びイノベーションを導く社会的要素の強い課題を解決するため、社会総
合科学、医学、⻭学、薬学、理⼯学及び⽣物資源産業学、２研究所と⼤学病院を基盤とし、国際社会や地域社会で
⾼く評価される研究成果を発信する拠点の形成と、その産学連携体制の強化を⾏う。

　基 礎 情 報

早期の社会実装化を⽬指すため、公募によって選定された研究に重点的な研究⽀援活動を
⾏っている。
令和元年度は、前年度からの４課題の研究⽀援に加え、学内公募により、①希少疾患に
対するイノベーティブ創薬の実践研究②様々な⼿法を⽤いた腎臓病診断法と腎臓を守る薬
剤の研究の２課題を新たに⽀援対象とした。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,327,496 560 2,075,724 1,434,271

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

492,707 305 312 30

102 31

458,352 276 484,418 284 29

365,274 182 374,973 182 29

1,090 名

研究・産学連携部 常三島研究・産学⽀援課

川野　真⼀

０８８－６５６－９８６０

jsangksoumuk@tokushima-u.ac.jp

93,078 94 109,445

13,025

社会の発展基盤を⽀える拠点となり、⼤学の開放と社会⼈の学び直しを⽀援し、地域社会
への新産業の創出に貢献するという⼤学の理念実現のため、以下の２つを掲げる。
①研究に関する共同研究を増やし、より短期に社会実装化出来るよう、研究の様々な可能
性を探る。②研究者のみならず学⽣の起業マインドを刺激し、サポート出来る体制を学内に
整備する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

533,152

https://www.tokushima-u.ac.jp/
https://matci.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 18,936 24 15,799 22

1,171,210 195 846,463 172 39

31,393 36 33,812 38

16 41

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 9 121 12,457 12 18,013

 実施等件数あたり

研究者あたり 17,038 426.0

特許出願件数 71 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 11

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 2

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 347 0.318

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

40

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 12

4 C07 有機化学 9

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 G01 測定、試験 20

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4

8 B64 航空機、⾶⾏、宇宙⼯学 3

5 G06 計算、計数 7

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

9 F02 燃焼機関、熱ガス・燃焼⽣成物を利⽤する機関設備 3

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 2

外部資⾦

15 12
7
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 22 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 14 78

19

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
第20回社会産業理⼯学研究部交流会2020（中⽌）

イノベーションジャパン2020〜⼤学⾒本市 ９⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

徳島チャレンジメッセ2020 11⽉
0 0 0 0

1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 岡⼭⼤学 岡⼭⼤学の⽬標（岡⼭⼤学HPに掲載）として、「社会が抱える課題を解決するため、総合⼤学の利点を活かし、⼤学の知

や技術の成果を社会に還元すると同時に、積極的に社会との双⽅向的な連携を⽬指す」ことを掲げている。

　基 礎 情 報

医⼯連携をはじめとする異分野融合研究
具体例︓穿刺ロボット「Zerobot」（⼤学院医⻭薬学総合研究科と⼤学院ヘルスシステム統
合科学研究科との連携）
特許︓穿刺ロボット（特許第6440177号）

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

2,361,015 927 1,782,407 1,249,426

30％以上 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

565,779 348 355 31

112 26

495,498 314 439,958 325 30

316,151 202 291,436 213 34

1,768 名

研究協⼒部　産学連携課

難波　義⼈

086-251-7758

sangaku1@adm.okayama-u.ac.jp

179,347 112 148,522

18,308

包括連携をはじめとする組織的産学官連携活動を通じて、異分野融合研究をはじめとする産
学共同研究の⼤型化を指向する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

484,638

https://www.orsd.okayama-u.ac.jp/
http://soran.cc.okayama-u.ac.jp/search?m=home&l=ja

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 49,518 21 60,494 24 45

1,819,126 257 1,725,178 246 21

58,083 34 65,133 36

12

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 19 93 8,565 13 4,639

 実施等件数あたり

研究者あたり 22,619 94.2

特許出願件数 69 0.039

産学連携本部が関与した共同研究 3

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 3

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 761 0.430

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

240

3 C07 有機化学 24

4 G01 測定、試験 24

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 52

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 26

7 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 7

8 H01 基本的電気素⼦ 6

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 9

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 8

9 C01 無機化学 4

10 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 3

外部資⾦

17
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 31 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 18 98

28

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーション・ジャパン

岡⼭⼤学新技術説明会 9⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

Bio Japan-World Business Forum- 10⽉
0 0 0 0

6 1 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 三重⼤学

地⽅創⽣への貢献（三重⼤学機能強化構想）
戦略1 地域⼈材育成と若者を地域に⽌め置く機能の強化
戦略2 研究成果を還元する機能と地域の様々な主体となるハブ機能の強化
戦略3 地域の⼒の発信機能の強化

　基 礎 情 報

・「卓越型リサーチセンター」（⼈間共⽣ロボティクス・メカトロニ クス、次世代電池開発、特異
構造の結晶科学）を認定
・地域のシンクタンクとして課題を解決し、地域の発展に取り組む地域創⽣戦略企画室
・三重県と連携して地域の防災・減災活動を⽀援・推進する
「三重県・三重⼤学みえ防災・減災センター」

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

774,290 439 777,967 909,205

15％以上20％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

503,505 335 341 32

208 14

442,613 299 424,007 305 33

180,921 90 188,631 97 49

1,043 名

学術情報部社会連携チーム

下　　初

059-231-9011

syakai-t@ab.mie-u.ac.jp

261,692 209 235,376

11,705

・地域社会の課題に対し、三重⼤学の教員と学⽣が、多⾯的なアプローチにより、解決⽅法
を提案し、地域に社会実装する。
・産学官連携により、地域にイノベーションを起こし、地域創⽣に貢献する。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

471,892

http://www.opri.mie-u.ac.jp/
http://www.crc.mie-u.ac.jp/seeds/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 112,485 45 44,328 31

827,060 183 744,530 166 43

117,012 47 46,978 36

5

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 52 4,527 2 2,650

 実施等件数あたり

研究者あたり 110,123 966.0

特許出願件数 52 0.050

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 470 0.451

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

114

3 H01 基本的電気素⼦ 18

4 G01 測定、試験 13

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 22

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 21

7 C01 無機化学 3

8 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 3

5 C08 有機⾼分⼦化合物等 5

6 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 4

9 A23 ⾷品・⾷料品等 2

10 A47 家具、家庭⽤品等、真空掃除機⼀般 2
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 25 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 6 174

6

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0

0 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⼭⼝⼤学

「発⾒し・はぐくみ・かたちにする知の広場」という理念のもとに，産業界及び公的機関と連携し，⼤学の知的創作活動を学外に拡⼤・展開する。このような社会と
の連携活動を通じて，学問と科学技術の発展を図り，その成果によって，地域，⽇本及び世界の産業・経済の持続的発展と社会の福祉に寄与する。
⼤学に研究推進機構を設置して，⺠間企業及び公的機関とのリエゾン活動，共同研究の推進，ベンチャー教育と⼤学発ベンチャーの創業⽀援などを⾏う。さら
に，研究成果等の知的財産権化を促進・⽀援し，特許等の創出，出願・管理，活⽤を推進する。

　基 礎 情 報

「先進科学・イノベーション研究センター」を核として、先進的・学際的な研究グループを、研究
推進体、研究拠点群形成プロジェクト等から研究拠点、さらには⼤学附設の研究所・研究セ
ンターに引き上げるための制度を整備し、研究を推進している。
例）
時間学研究所、中⾼温微⽣物研究センター、応⽤衛⽣リモートセンシング研究センター、再
⽣・細胞治療研究センター、⼭⼝⼤学⽣命医⼯学センター

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

928,310 474 1,516,984 1,445,452

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

439,184 213 235 33

81 17

395,435 181 392,549 191 36

232,738 117 180,151 110

997 名

学術研究部　産学連携課

奥⾕　信也

0836-85-9961

sh052@yamaguchi-u.ac.jp

162,697 64 212,398

12,862

先進科学・イノベーション研究センターにおいて
１）⼤学の研究推進核となる「研究拠点群」の育成
２）21世紀の課題を解決する異分野融合の先進科学の創成
３）地域発科学技術イノベーションを牽引する応⽤研究・共同研究の推進
４）若⼿研究者や⼤学院⽣を中⼼とするイノベーション⼈材の育成
等をミッションに掲げ、研究経費の⽀援や産学公連携センター及びURA室等による事業⽀援
を⾏うことで研究プロジェクトの国際的研究拠点への発展や⼤学発新産業の創出といった成
果につながるよう、組織的な取組を⾏う。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

469,237

http://kenkyu.yamaguchi-u.ac.jp/sangaku/
http://kyouin02.atm-y.jimu.yamaguchi-u.ac.jp/search/IST

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 31,222 19 40,345 19

714,807 153 793,293 167 42

32,302 27 50,133 32

13

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 15 66 1,080 8 9,788

 実施等件数あたり

研究者あたり 29,346 1,397.4

特許出願件数 107 0.107

産学連携本部が関与した共同研究 4

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 4

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 671 0.673

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

21

3 C07 有機化学 17

4 G01 測定、試験 11

1 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 35

2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 27

7 C08 有機⾼分⼦化合物等 7

8 C30 結晶成⻑ 6

5 H01 基本的電気素⼦ 8

6 C04 セメント、コンクリート、⼈造⽯、セラミックス、耐⽕物 7

9 G06 計算、計数 6

10 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 5

外部資⾦
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8 9
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 15 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 12 83

5

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無 0

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
イノベーションジャパン2020

中国地域産学官連携コンソーシアム（さんさんコンソ）
新技術説明会 12⽉

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

地⽅創⽣︕南⽇本ネットワーク 新技術説明会 12⽉
0 0 0 4

1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位

中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝

担当者

TEL

Email

産連HP

シーズDB

全体 位

 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位

名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件

件

職務発明の帰属

特許権実施等件数

特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⿅児島⼤学 「南九州・南⻄諸島域共創機構」を中核として全学的な体制の下で、企業との共同研究などを通じて地域防災、医療、観

光、エネルギー、農林畜⽔産業、⾷品加⼯等の地域課題を解決する取組を推進し、地域社会に貢献する。

　基 礎 情 報

本学の地域貢献重点６分野「観光産業・国際」「エネルギー」「農林畜産」「⽔産」「医療・地
域防災」「⾷品加⼯」における全学横断教員グループ「社会共創イニシアティブ」の下で、県等
と連携協働しつつ、共同研究等の推進やオープン実証ラボの活⽤等による本学の研究成果
の社会実装を加速させる。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

1,032,271 561 1,048,978 1,452,012

10％以上15％未満 有 無 有 無

間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

347,462 215 269 36

79

232,352 168 281,631 204 42

174,126 99 198,007 118 43

1,179 名

研究推進部社会連携課

仁禮　晃⼦

099-285-3878

tizai@kuas.kagoshima-u.ac.jp

58,226 69 60,550

16,030

離島域の企業は⼩規模であることが多く、かつ、島毎に性格も異なる。企業への共同研究や
技術移転活動の⽀援だけでなく、⾏政との連携、公的資⾦の活⽤やビジネスプラン構築⽀援
が必要となることが予想される。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）

445,095

https://www.krcc.kagoshima-u.ac.jp/
https://seeds.krcc.kagoshima-u.ac.jp/seeds_info/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 163,038 28 40,201 22

1,303,163 327 1,102,209 277 32

188,199 59 65,332 41

10

専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他

実務担当者数 20 59 25,161 31 3,405

 実施等件数あたり

研究者あたり 3,923 38.1

特許出願件数 92 0.078

産学連携本部が関与した共同研究 1

内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 392 0.332

出願数上位技術分野（2019年公開）

順位 IPC 分野 件数

103

3 A01 農業、林業、畜産、狩猟、捕獲、漁業 12

4 G06 計算、計数 12

1 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 54

2 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 22

7 A23 ⾷品・⾷料品等 6

8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 6

5 C07 有機化学 11

6 G01 測定、試験 11

9 C01 無機化学 4

10 C08 有機⾼分⼦化合物等 4

外部資⾦
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ＵＲＡ

名 社

各種規程類の整備状況 件

件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 24 インキュベーション施設

相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数

実務担当者数 13 91

3

産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 3

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無

共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）

受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

8回（2020年10⽉〜2021
年1⽉）

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）

営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期

株式の取扱等規程、ポリシー
かごしまTechミーティング

⾷と健康に関するシンポジウム 2021年2⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

2 0 0 0

2 0 2 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ ⻑岡技術科学⼤学

産業界、⾃治体や公設研究機関と本学とが⼀体となって、産業界や社会が抱える様々な技術的課題や問題の解決に向
けて、産業界や社会のニーズと⼤学のシーズの出会いを現出さて、関係組織や技術者・研究者がそれぞれの特⻑をいかし
つつ合⽬的的に連携協⼒してその解決を図るとともに、画期的な新技術・新製品の創出を可能にします。

　基 礎 情 報

「材料科学」、「制御システム」、「グリーンテクノロジー」などの各研究領域を中⼼に世界レベル
の研究活動を推進する「未来技術科学創造研究機構」を設置し、分野を横断した、教員組
織の整備を進めるとともに、産業界等からクロスアポイントメント制度により教員を雇⽤するなど
異分野の融合・深化を図っている。

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

357,630 116 16,968 563,503

30％以上 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

369,030 242 285 37

83 39

351,997 218 362,605 237 38
284,066 154 265,197 150 35

205 名

総務部　研究・地域連携課
神保　浩
0258-47-9278
sangaku@jcom.nagaokaut.ac.jp

67,931 64 89,111

3,760

・中⼩企業との国際共同研究の推進
・複数地域における各⾃治体、各⾼等専⾨学校等との連携に基づく、地域課題の解決及び
地域産業の活性化
「材料科学」、「制御システム」、「グリーンテクノロジー」といった研究領域を中⼼とした先進的・
実践的・創造的研究の推進

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
425,811

http://ntic.nagaokaut.ac.jp/renkei_info/
http://ntic.nagaokaut.ac.jp/seeds-collection/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 1,608 3 4,905 4

481,136 70 398,515 63
6,288 8 11,441 9

4
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 15 14 4,680 5 6,316

 実施等件数あたり
研究者あたり 3,285 106.0

特許出願件数 33 0.161

産学連携本部が関与した共同研究 2
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 0

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 449 2.190

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

31

3 G01 測定、試験 10
4 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 7

1 H02 電⼒の発電、変換、配電 29
2 H01 基本的電気素⼦ 14

7 C09 染料、ペイント、つや出し、天然樹脂、接着剤等 4
8 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 3

5 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 6
6 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 4

9 B60 ⾞両⼀般 3
10 G02 光学 3

外部資⾦
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 14 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 2 103

4
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 1

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程

9⽉〜11⽉

守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

イノベーション・ジャパン2020〜⼤学⾒本市Online

オンライン⾒本市 燕三条ものづくりメッセ2020 10⽉
⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

⼩千⾕産学交流研究会[番外編]オンラインセミナー 12⽉
0 0 0 0
1 0 5 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備



⼤学全体の経営理念における産学官連携活動の取組⽅針

⼤学の得意分野とその具体例

千円

産学官連携活動において今後重点化したい事項

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

⼤企業 位
中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの

運営費交付⾦ 百万円

研究者数

窓⼝
担当者
TEL
Email
産連HP
シーズDB

全体 位
 ⺠間企業のみ 位

産学連携担当部署 ⼤企業 位
名 中⼩企業 位

※順位は2019年度の受⼊額を国公私⽴で⽐較したもの
※専⾨家を配置している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

件
件

職務発明の帰属
特許権実施等件数
特許権実施等収⼊（千円）

国
⽴ 群⾺⼤学 地域の知の拠点として学内外の関係機関と連携した活動を通じて、地域の⽂化及び伝統を育み、豊かな地域社会を創

造する活動を⾏うとともに、知の地域社会への還元を推進し、産業の発展に貢献する。

　基 礎 情 報

①健康科学　②⾷品開発　③⾷品機能解析
④⾷マネジメント　⑤環境調和型⾷品パッケージ開発

科研費 その他政府系資⾦
(千円)

⺠間資⾦
(千円)⾦額 件数

885,430 433 629,315 943,555

10％以上15％未満 有 無 有 無
間接経費割合 株式の保有 新株予約権の保有

■共同研究
2018年度 2019年度

順位※
件数

400,106 248 267 39

83

381,800 236 380,416 243 37
295,118 147 325,466 160 32

992 名

研究推進部産学連携推進課
藤本　卓也
027-220-7545
a-sangaku@jimu.gunma-u.ac.jp

86,682 89 54,950

11,832

令和２年度，これまでの⾷健康科学教育研究センターを中⼼とした「⾷と健康」に関する学
内資源を集約した活動を通じ，NEDOのムーンショット型研究開発事業︓⽣分解開始ス
イッチ機能を有する海洋分解性プラスチックの研究開発が採択された。今後もセンターのこうし
た活動を継続し，⾷と健康に関連する幅広い研究分野に対して，共同研究活動から得ら
れた知⾒をベースに実証実験，社会実証実験を経て，社会に必要な技術を提供する体制
を整える。

受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円）
414,634

https://research.opric.gunma-u.ac.jp/
https://univ-db.media.gunma-u.ac.jp/

■受託研究
2018年度 2019年度

順位※
受⼊額（千円） 件数 受⼊額（千円） 件数

実務者当たり研究者数 29,429 16 40,071 24

692,075 151 563,853 153
34,377 28 42,545 30

6
専⾨家の配置 弁護⼠ 弁理⼠ 税理⼠ 公認会計⼠ その他
実務担当者数 17 58 4,948 12 2,474

 実施等件数あたり
研究者あたり 1,681 11.3

特許出願件数 64 0.065

産学連携本部が関与した共同研究 1
内、マッチングを⾏い、契約締結した件数 1

⼤学 発明者 未設定

特許保有件数 457 0.461

出願数上位技術分野（2019年公開）
順位 IPC 分野 件数

149

3 C12 ⽣化学、微⽣物学、遺伝⼦⼯学等 16
4 G01 測定、試験 15

1 C07 有機化学 22
2 A61 医学・獣医学︔衛⽣学 18

7 B62 鉄道以外の路⾯⾞両 4
8 C22 冶⾦、鉄・⾮鉄合⾦等 4

5 B01 物理的・化学的⽅法または装置⼀般 8
6 H01 基本的電気素⼦ 6

9 C01 無機化学 3
10 C08 有機⾼分⼦化合物等 3

外部資⾦

11 10
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ＵＲＡ
名 社

各種規程類の整備状況 件
件

※各種規定類を整備している場合は、⾚⾊で表⽰されます。

クロスアポイントメントの実績（⼈）

■組織的産学連携活動の取組事例

■産学連携活動の主な実⽤化事例

B21 C21 H01 G01 F21 D01 ####

B22 C22 H02 G02 F22 D02 A22

B23 C23 H03 G03 F23 D03 A23

B24 C25 H04 G04 F24 D04 A24

B25 C30 H05 G05 F25 D05 A45

B26 H99 G06 F26 D06 A46

B27 G07 F27 D07 A47

B28 G08 F28 B67

B29 G09 B68

B30 G10 C10

B31 G11 C11

B32 G12 C12

B33 C13

C14

⼤学発ベンチャー数 7 インキュベーション施設
相談窓⼝ ⽀援ファンド 有 無

URA当たり研究者数
実務担当者数 7 142

8
産学連携ポリシー 職務発明規程（教職員のみ対象） 設⽴ポリシー・推進計画 ⽀援総額（千円） 利⽤件数 5

有 無 有 無 部屋数

知的財産ポリシー 職務発明規程（教職員、学⽣対象） 有 無
共同研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員のみ対象）
受託研究取扱規程 発明補償関係規程（教職員、学⽣対象）

研究成果有体物取扱規程 守秘義務に係る規程（教職員のみ対象）
営業秘密管理に関する規程 守秘義務に係る規程（教職員、学⽣対象） イベント名 実施時期
株式の取扱等規程、ポリシー

⼤学等 公的機関 ⺠間企業 その他機関

1 0 0 0
1 0 0 0受⼊

派遣

ベンチャー⽀援体制

産学官連携を⽬的とした主なイベント・外部の展⽰会

その他の体制整備
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